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「検査依頼事務代行制度」
「採水員制度」

新11条検査「福岡方式」の構築
平成９年10月 厚生省による承認 平成10年４月 運用開始

11条検査
受検率 低迷

昭和47年3月施行

「福岡県廃棄物の処理及び清掃
に関する法律施行細則」

昭和60年10月施行

「浄化槽法」

活用

定着



県内の浄化槽
（北九州市、大牟田市を除く）

外観検査年
（1回/5年）

水質検査年
（4回/5年）

採水員による採水・運搬、残留塩素測定

全項目検査
（外観・水質・書類検査）

スクリーニング検査

水質スクリーニング方式

フォロー検査
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＊50人槽以下の浄化槽
（全項目検査）

問題が認められた浄化槽を
効率的に検査

前年度「不適正」
改善状況の確認

「BOD基準値超過、残留塩素未検出」



問題のある浄化槽を速やかに
改善するための取り組み
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①フォロー検査による改善の確認

②水質悪化原因調査制度の導入

③維持管理事業者への技術的な情報提供

④行政への報告及び情報提供

⑤適正管理の推進及び法定検査の受検啓発活動



①フォロー検査による改善の確認（平成27年度 410基）
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次年度もフォロー検査
（全項目検査）の対象



②水質悪化原因調査制度の導入
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16
基



•行政情報の提供（県浄化槽担当者）

•動画を活用した講習（採水方法や残留塩素の測定方法）

•指摘事例の解説

•水質改善事例報告

指定採水員指定講習会
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•各メーカーによる浄化槽、ブロワ、ポンプ等の維持管理研修

浄化槽技術研修会

③維持管理事業者への技術的な情報提供
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③維持管理事業者への技術的な情報提供



④行政への報告及び情報提供
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④行政への報告及び情報提供

判断に当たっての考え方

行政報告
レベルⅢ

生活環境・公衆衛生に著しい支障を及ぼす恐れがあり、
問題（異常な状態）が認められ早期改善が必要な場合。

行政報告
レベルⅡ

明らかな法令違反であり、問題（異常な状態）が認めら
れた場合。

行政報告
レベルⅠ

緊急度・重要度は高くないが、問題（異常な状況）が認
められた場合。
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提供

⑤適正管理の推進及び法定検査の受検啓発活動
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保守点検予定の浄化槽情報

早期の維持管理を推進するために

浄化槽保守点検事業者



業 界

行 政

指定検査機関

「受検勧奨」 維持管理と法定検査のさらなる徹底

⑤適正管理の推進及び法定検査の受検啓発活動

協力



•維持管理情報の収集：ＦＡＸから電子データへ

•将来的には浄化槽台帳ネットワークを活用

検査実施前における維持管理状況の把握
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•モデル地区における維持管理事業者からの改善報告
（ばっ気停止・汚泥流出・消毒剤なし）

「基本検査（案）」の対応レベル０への対応



•水質改善事例の提供 ⇒ 適正な浄化槽の増加

•他の指定検査機関と共同で事例を収集、公表

放流水質が恒常的に悪化している浄化槽への対応

•改善されない根本的な原因を整理

•行政、業界と協力して改善方法等を提案

改善されにくい浄化槽への対応
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x≦5 25,967 29.9%

5＜x≦10 25,931 29.9%

10＜x≦15 13,001 15.0%

15＜x≦20 7,766 8.9%

20＜x≦30 7,652 8.8%

30＜x≦40 3,084 3.6%

40＜x≦50 1,605 1.8%

50＜x≦60 718 0.8%

60＜x≦90 724 0.8%

90＜x≦120 209 0.2%

120＜x≦160 70 0.1%

160＜x 64 0.1%

合計 86,791

平均値 12.5

7.5%

100.0%

処理性能がBOD20mg/L以下のもの（第11条検査）5～50人槽

BODの範囲

（mg/L)
基数

92.5%

割合
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